
IoT化のプロジェクト
チームの面々。

事例04

「今回のシステムは自分たちに
フィットさせようと自社で作っ
た。まだまだ勉強不足だが、今
回の取組を見学会の開催など
で広く外部にも発信していき
たい」とのこと。I Tに強い人材
も募集中。

　創業75年。協和合金の事業の柱は、マニュアルトランス
ミッション車に組み込まれているシンクロナイザー※の製
造販売だ。この部品はメーカーや車種により異なり、国内外
の自動車メーカーからの様々なオーダーに応えている。
　2018年にIDEC横浜が実施した、IoT導入に向けた専
門人材育成スクールへの参加を経て、本格的に本社工場の
IoT化への取組を開始したのは2020年5月。新型コロナウ
イルスの感染拡大が始まっていた頃であり、生産性向上の
課題が突きつけられていた。
　「まず何からやれば良いのか、IoTのノウハウが全くあり
ませんでした。そこでIDEC横浜の相談事業に申し込み、
IT・デジタル化の専門家を紹介いただきました」こう話す
のは、同社でIoT化を担当する企画部の林氏。月に２回、
IDEC横浜が派遣する専門家のアドバイスを受けながら、
情報収集機のソフトウェアとハードウェアを自社開発。工場
の現場担当者たちに状況をよく確認しつつ、課題解決につ
ながる機能を搭載した。約2年経過し、工場の約100台の設
備に情報収集機を取り付け終わった。

　IoTシステムを導入して、工場内に設置されたモニター
で稼働状況をリアルタイムに確認できるようになった。
　「稼働時間、生産数は日々確認します。稼働率を自動算出
するので、課題や対応への取組が早まりました。数値化さ
れると納得して行動でき、目標感も出てきます。自分達がこ
れまで気が付かなかったことに気付くきっかけになりまし
た」。
　設備の異常停止も一目で把握でき、対応が早まることに
よりタイムロスが激減した。また、工程ごとの生産性が把握
できるので、どの工程に滞留（工程間在庫）があるかがすぐ
に把握できるようになったという。様々なデータを一元管
理・分析し、工場全体の最適化につなげている。「今回の取
組は、まだ社内の一部での運用に留まっています。今後は、
徐々に会社全体への活動に昇華させていきたいと考えて
います。効率化によって削減できた費用をより有意義な取
組のために充てていきたいです」と取締役の高島眞吾氏は
こう話す。
　2023年2月からは、生産工程の出来高を即時に把握で
き、IoTシステムの連携を組み込んだ新しい生産管理シス
テムが稼働した。現場の作業者が日報を直接入力するタブ
レット端末も順次導入予定だ。

IDEC横浜の専門家が伴走支援
工場のIoT化で生産管理体制の改革へ

軽自動車から大型トラックまで、高い技術力で自動車部品を生産

代表取締役社長 髙島眞澄　 横浜市金沢区鳥浜町 17-4 
045-772-1331　 https://kyowagokin.co.jp/

協和合金株式会社 
中小企業者

収集データを全員で共有
意識と行動にも変化

まずは現場スタッフにヒアリング
情報収集機を自社開発

デジタル化・
DX

◉中小企業デジタル化相談事業を活用した自社開発
のシステム構築。

◉専任チームの努力と忍耐、そして IDEC 横浜の技
術アドバイザー（デジタル化分野）の的確な指導。

◉会社全体としてのデジタル化への意識の高さと専
任チーム・製造現場との連携。

成功のポイント
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本社屋上に設置した
太陽光発電パネル。

事例 03

蛍光灯からLED照明に入
れ替えた本社屋内。

　オオスミは、1968年の創業以来、環境調査・分析の専門
企業として歩んできた。調査内容は自然環境・産業環境の変
化にともない拡大している。水質分析、大気、騒音、建設発生
土、アスベスト、PCB、土壌汚染などの調査が多いが、同社
ならではの事業があるという。
　「マイクロプラスチック分析を行っています。海洋の「マイ
クロプラスチックごみ」が問題になっていますが、当社では
国内外の海洋や河川の実態調査に携わっています。ほかに
は、臭い（悪臭）の原因調査。そして、省エネ診断とコンサル
ティングです」と経営企画担当の平野氏。同社では2007年
から省エネ診断業務を開始。2010年からは環境省のCO2

削減ポテンシャル診断の診断事業者として「省エネしたい」
「CO2削減したい」という企業の支援を事業としてきた。
　「省エネ法の対象企業を含め問合せや支援要請は、様々な
形で増えています。まずは現場へ訪問し、現況診断を行い
ます。3年間のエネルギー使用内容を準備していただき、機
器のリストとそれらの使用時間もチェックします。エネル
ギーの使用状況を診断、使用量やCO2排出量が多い箇所を
ターゲットに、省エネに向けた提案をさせていただいてい
ます」と話すのは、省エネチームの飯島氏。「メーカーでは
ない第三者の立場だからこそ、客観的で慎重な診断と改善
案を示せることが強みです」。そんな同社だが、事業開始当
初は自社での省エネ対策は未導入だった。

　2015年、オオスミは「エコアクション21」※の認証を受け
た。認証企業には自らの持続的な取組が求められる。2020
年、本社屋上に太陽光発電パネルを設置。消費電力の10％
を再エネ化。その後、「Zero Carbon Yokohama」プロ
ジェクトに参加。購入電力を100％、再生可能エネルギーに
切り替えた。さらに照明のLED化を検討していたところ、
2022年度、横浜市のグリーンリカバリー設備投資補助金を
申請し、本社建物の1階から4階屋内の照明をLEDに入れ
替えた。
　同社は、長年培ってきたノウハウや安心安全な暮らしを
目指すマインドを、社会貢献活動にもいかしてきた。地元で
の清掃活動、大岡川を始め横浜運河の水質に関する活動、
小中学校での省エネ出前授業やプラスチック勉強会など
様々だ。社員の働きやすさ改革にも取り組み、2019年には

「横浜型地域貢献企業」に認定された。社会全体を巻き込
む地球環境への様々な取組を、企業として今後も実践し続
ける覚悟だ。

省エネのプロが自ら実践する様 な々対策
グリーンリカバリー設備投資補助金の活用で

本社建物の照明をLEDに

環境調査、分析、コンサルティングの専門企業。安心安全な地球環境を目指す

代表取締役 大角武志　 横浜市瀬谷区五貫目町 20-17
045-924-1050（代）　 https://www.o-smi.co.jp/

株式会社 オオスミ

省エネ・
脱炭素 中小企業者

自社での省エネの取組を他社への支援にいかしたい
横浜型地域貢献企業認定も

省エネ事業は企業の現場をプロの技術者目線で分析・診断
最適な省エネ対策を提案

成功のポイント

◉環境コンサルティング企業としての自負から、本
社の電力は100％再生可能エネルギー化を果た
し、グリーンリカバリー設備投資補助金を活用し
て蛍光灯をLEDに入れ替え、省エネ化も促進。

◉自社の取組をいかし地域への社会貢献活動にも
注力を継続、エコアクション21の認証や横浜型地
域貢献企業の最上位認定を得た。

※環境省が策定した日本独自の環境マネジメントシステム（EMS）
のこと。

※マニュアル車のスムーズなギアチェンジを可能にする部品


